
上記事項につきましては、法令および当社定款第16条第２項の規定に基づき、書面交
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他
業務の適正を確保するための体制

当社の内部統制システム整備の基本方針の概要については次のとおりであります。

1．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社の基本理念・経営理念・運営理念などを明文化した「THE ESPEC MIND」に基づき、「エスペック行

動憲章・行動規範」を制定し、取締役および使用人が法令・定款および社会規範を遵守するための行動

規範とする。また、その徹底を図るため、管理部門においてコンプライアンスの取り組みを全社横断的

に統括し、取締役および使用人への教育・啓蒙を行う。

(2) 反社会的勢力や団体に対しては、毅然とした姿勢で臨み一切の関わりを持たず、不当要求に対しても応

じない。

(3) 財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を定

期的に評価するとともに、維持・改善に努める。

(4) 取締役は他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査等委員会および取締役会に報

告し適切な処置を実施する。

(5) 監査等委員会は経営の意思決定や業務執行について、その手続きや執行状況などが法令・定款に違反し

ていないことを確認し、社長直轄である内部監査部門は各業務執行部門のコンプライアンス状況を監査

し、その結果を適宜、社長、取締役会および監査等委員会に報告する。

(6) 法令上疑義のある行為等を発見した取締役および使用人が通報し早期に是正する体制として、相談通報

窓口を社内外に設置・運用する。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報について、社内規定に基づき文書または電磁的媒体にて適切に記録・保

存・管理するために情報マネジメント全般にわたる体制を整備する。取締役は、常時これらの情報を閲覧す

ることができる。

3．損失の危険の管理に関する規定その他の体制

(1) 全社的なリスクの識別・評価については、マテリアリティに基づくリスクも含め、所管部門や検討部会

にて実施し、その結果をリスク管理委員会にて審議し承認する。リスクへの対応については、関連諸規

定・付議基準に基づき取締役会や関連会議体にて個別リスクを評価のうえ対応を検討・決定し、所管部

門にてその対応を行わせる。

(2) 危機管理の対象となる事象が発生した場合には、危機管理規定に基づき適切・迅速に対応する。

4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、取締役会の意思決定機能および監督機能の強化ならびに業務執行責任の明確化を図るために執

行役員制度を導入する。

(2) 当社は、各事業年度開始前に経営方針発表会を開催し、中期経営計画ならびに単年度の経営計画につい

て全社で共有し、経営戦略を実行する。

(3) 取締役会については、取締役会規定に従って運営し、定期的に（１ヵ月に１回）開催する。

(4) 招集通知には議題を記載するとともに事前説明や資料の事前配布を行うなど取締役会の効率的運営は、

取締役会事務局である総務部門が行う。

(5) 重要な会議体などにおける審議事項・決議事項などの重要事項については、取締役会および各取締役へ

文書、電子メール等を用いて遅滞なく伝達する。

5．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、経営の効率的な運営に資するため、子会社

に役員を派遣するとともに関係会社管理担当部門を定め、子会社の内部統制システム整備を支援する。

また、エスペック行動憲章・行動規範や社内規定等の子会社への徹底を図るとともに、経営上の重要な

課題、リスク情報の伝達・共有とその対応を行う。

(2) 当社の内部統制システム整備に関する担当部門は、当社および子会社間の内部統制システムに関する協

議・情報の共有・指示・要請の伝達等が適切に行われる体制を構築する。

－ 1 －



(3) 当社の内部監査部門は、当社および子会社の内部統制システムの運用に関する業務監査を実施し、その

結果を被監査部門およびその責任者に報告するとともに、必要に応じて内部統制システムの改善策の指

導・助言を行う。

(4) 当社の経営計画は連結をベースに策定し子会社と共有するとともに、子会社の経営状況を的確に把握す

るため、関係会社管理規定に基づき、必要に応じて関係資料等の提出を求める。

6．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項な

らびにその使用人の取締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性に関する事項、ならびに監査等

委員会のその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会の運営や監査業務などの監査等委員会の職務の補助を行う監査等委員会スタッフを配置す

る。監査等委員会スタッフは、当社の監査等委員会の指揮命令に従う。

(2) 監査等委員会スタッフに関し、監査等委員会の指揮命令に従う旨を当社の役員および使用人に周知す

る。

(3) 監査等委員会スタッフの独立性を確保するため、その人事異動、人事評価については監査等委員会の事

前の同意を得る。

7．取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

(1) 当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の業務や業績に影響

を与える重要な事項や法定の事項に加え、業務執行の状況や内部監査の結果を当社の監査等委員会へ適

宜報告し、会社に著しい損害が生じるおそれのある事項を発見した場合や他の取締役および使用人が法

令・定款の違反行為をし、またはこれら行為をするおそれがある場合は速やかに報告する。

(2) 前記にかかわらず、監査等委員会は必要に応じて、取締役および使用人に対してこれらの報告を求める

ことができる。また、監査等委員は必要に応じて重要な会議に出席することができる。

(3) 相談通報窓口のうち１ヵ所を常勤監査等委員が担当し、取締役および使用人より広く報告を受け得る体

制とする。

(4) 当社は、監査等委員会への報告を行った当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役お

よび使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

8．その他監査等委員会の監査が実効的に行われるための体制

(1) 監査等委員会監査等基準により監査を行うとともに、会計監査については監査法人と定期的に意見交換

を行い、業務監査については内部監査部門と連携して行う。

(2) 監査等委員会と代表取締役社長との会合を定期的にもち、会社が対処すべき課題や会社を取り巻くリス

クのほか、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

(3)監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門にお

いて審議のうえ、速やかに当該費用または債務を処理する。また、監査等委員の職務の執行について生

ずる費用等について、毎年一定の予算を設ける。
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連結株主資本等変動計算書 （2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：百万円)

株　　　　主　　　　資　　　　本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,895 7,053 37,091 △3,318 47,722

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,876 △1,876

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
6,003 6,003

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

そ の 他 △5 △5

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 4,121 △0 4,120

当 期 末 残 高 6,895 7,053 41,212 △3,318 51,843

その他の包括利益累計額

純資産合計
そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

土地再評価

差　額　金

為 替 換 算

調 整 勘 定

退職給付に

係 る 調 整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

当 期 首 残 高 2,110 △663 3,434 111 4,993 52,715

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,876

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
6,003

自 己 株 式 の 取 得 △0

そ の 他 △5

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 )
△15 △15 △244 132 △143 △143

当 期 変 動 額 合 計 △15 △15 △244 132 △143 3,977

当 期 末 残 高 2,095 △678 3,190 243 4,850 56,693

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1.連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　　　　　13社

主要な連結子会社の名称

ESPEC NORTH AMERICA,INC.

　愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司

(注)エスペックテストシステム株式会社は、2024年10月１日付でエスペックサーマルテックシステム株式会社

を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

ESPEC ENGINEERING VIETNAM CO.,LTD.

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

2.持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社の数　　　なし

(2）持分法適用の関連会社の数　　　　　なし

(3）持分法を適用していない非連結子会社（ESPEC ENGINEERING VIETNAM CO.,LTD.他）は、当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

3.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、上海愛斯佩克環境設備有限公司、愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司、愛斯佩克測試科技（上

海）有限公司、愛斯佩克試験儀器（広東）有限公司、ESPEC (CHINA) LIMITEDの決算日は12月31日であります。こ

れらの会社については、連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結しております。

4.会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ）有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(ﾛ）デリバティブ

時価法によっております。

(ﾊ）棚卸資産

仕掛品は主として個別法による、その他の棚卸資産は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ｲ）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　15年～50年

(ﾛ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　５年

(ﾊ）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

(ｲ）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。
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(ﾆ）製品保証引当金 製品の保証期間に係る無償のアフターサービス費用の支出に備えるため、

売上高に対する保証費用の発生経験率に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2025年３月31日)

(ﾛ）賞与引当金 従業員への賞与の支払いに備えるため、支給見込額基準により計上してお

ります。

(ﾊ）役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込

額を計上しております。

(ﾎ）受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来

の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なも

のについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を受注損失引当金として計

上しております。

(ﾍ）役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し

ておりますが、現任役員の役員退職慰労金制度廃止日までの就任期間に対

応する金額を引当計上しております。

(ﾄ）役員株式給付引当金 役員への当社株式等の交付に備えて、当連結会計年度末における株式給付

債務の見込み額に基づき計上しております。

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

当社は、2018年８月より当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員（以下、社外取締役を除く取締役及

び取締役を兼務しない執行役員を総称して「取締役等」という）を対象に、業績連動型株式報酬制度（以下

「本制度」という）を導入しております。

また、当社は2022年６月23日開催の第69回定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行に伴い、第

65回定時株主総会の決議による本制度の報酬枠を廃止し、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を

除く）に対する本制度に係る報酬枠の設定を改めて決議しております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下「本信託」という）を通じて取得され、取

締役等に対して、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当

の金銭（以下「当社株式等」という）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度であります。

本制度に関する会計処理につきましては、本信託の資産及び負債並びに損益を連結計算書類に含めて計上する

総額法を適用しております。また、役員株式給付規定に基づく取締役等への当社株式等の給付に備えるため、

当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当金を計上しております。

自己株式の帳簿価額及び株式数は次のとおりであります。

自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,318百万円

　うち当社所有自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,810百万円

　うち本信託所有自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  507百万円

自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,949,204株

　うち当社所有自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,708,804株

　うち本信託所有自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  240,400株

(4）重要な収益及び費用の計上基準

(ｲ）主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容

当社グループの主な事業内容は、装置事業とサービス事業であり、その履行義務の内容は、環境試験器などの

製造・販売、当該製品の据付、現地での調整作業、移設、メンテナンス及び保守、受託試験等となっておりま

す。なお、取引の対価は、前受金を除き履行義務を充足してから主として１年以内に受領しているため、重大

な金融要素は含んでおりません。

(ﾛ）主な履行義務に係る収益を認識する通常の時点

① 据付及び現地での調整作業を伴わない製品・サービスの提供について、製品を引き渡す又は役務を提供す

る一時点において履行義務が充足されることから、製品の引渡時点又は役務の提供時点で収益を認識して

おります。

② 据付及び現地での調整作業を伴う製品・サービスの提供について、製品の据付及び現地での調整作業が完

了する一時点において履行義務が充足されることから、製品の据付及び現地での調整作業の完了時点で収

益を認識しております。

③ 特定の製品の販売や製品の移設などについては、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加するにつれ
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て顧客がそれを支配するため、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間に

わたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、コストに基づく

インプット法によっております。進捗度の測定は、契約ごとに、期末日までに発生した原価が、見積り総

原価に占める割合に基づいて行っております。

④ 製品の保守契約等については、一定の期間にわたり履行義務が充足されることから、当該契約期間にわた

り履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

(ﾊ）契約に保証及び関連する義務が含まれる場合の履行義務に関する情報

環境試験器などの販売契約において、引渡し後、概ね１年から５年以内に生じた製品の欠陥による故障に対し

て無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定めら

れた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引当金と

して認識しております。

(5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(ｲ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期

中平均相場により換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(ﾛ）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(ﾊ）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年以内の効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。

　（追加情報）

　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026

年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延

税金負債については、法定実効税率を30.6%から31.5%に変更し計算しております。

　　この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項た

だし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2022年10月28日。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ 重要な会計上の見積り

　（のれんの評価）

１．当連結会計年度末の連結計算書類に計上した金額

　　　のれん　　1,368百万円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

のれんは、子会社又は事業の買収時において被取得企業又は事業の今後の事業活動によって期待される将来の超

過収益力として、取得原価と被取得企業又は事業の識別可能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で計
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定期預金 4百万円

買掛金 －百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 16,154百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 23,781 － － 23,781

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 4 年 ６ 月 2 1 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 1,103百万円 50円 2024年３月31日 2024年６月24日

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 4 年 1 1 月 1 2 日
取 締 役 会

普通株式 772百万円 35円 2024年９月30日 2024年12月10日

上し、その効果の及ぶ期間にわたって、定額法により償却しております。

のれんの減損の兆候の有無は、被取得会社又は事業ごとに取得時に見込んだ将来の事業計画の達成状況を確認す

ると共に、将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較すること等により判断しております。

取得時に見込んだ将来の事業計画は、将来の不確実な経済状況の変動等によって影響を受ける場合があり、事業

計画の重要な変更が必要となった場合には、のれんの減損損失の計上により、翌連結会計年度の連結計算書類に

影響を与える可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1）担保に供している資産

(2）担保付債務

3. 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づいて事業用土地の再評価を行っており

ます。

(1）土地の再評価方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める土地課税台帳に

登録された価額（固定資産税評価額）に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評

価による方法により算出しております。

(2）再評価を行った年月日

2002年３月29日

(3）再評価を行った土地の決算期末日における時価と再評価後の帳簿価額との差額

      306百万円

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

2. 剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）本決議による「配当金の総額」には、この配当の基準日である2024年３月31日現在で株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式（自己株式）数240,400株に対する配当金12百万円を含んでおります。

（注）本決議による「配当金の総額」には、この配当の基準日である2024年９月30日現在で株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式（自己株式）数240,400株に対する配当金８百万円を含んでおります。
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決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 5 年 ６ 月 2 0 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 1,324百万円 60円 2025年３月31日 2025年６月23日

連結貸借対照表計上額(*2) 時価(*2) 差額

(1) 受取手形及び売掛金 17,558 17,558

 貸倒引当金(*3) △60 △60

17,497 17,497 －

(2) 電子記録債権 5,842 5,842

 貸倒引当金(*3) － －

5,842 5,842 －

(3) 投資有価証券

 その他有価証券 3,504 3,504 －

(4) 支払手形及び買掛金 (3,928) (3,928) －

(5) 電子記録債務 (2,234) (2,234) －

(6) 未払法人税等 (1,072) (1,072) －

(7) 長期借入金(*4) (126) (119) 6

(8) デリバティブ取引(*5) (2) (2) －

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）本決議による「配当金の総額」には、この配当の基準日である2025年３月31日現在で株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式（自己株式）数240,400株に対する配当金14百万円を含んでおります。

3. 当連結会計年度末の新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

Ⅵ 金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入による

方針であります。デリバティブは、借入金等の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために利用し、投

機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、当社グループの与信管理に関する規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。また、外貨建営業債権は為替の変動リスク

に晒されておりますが、先物為替予約取引を利用してヘッジしております。投資有価証券である株式は、市場価

格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握し管

理しております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。営業債務

は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法によ

り管理しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行っており、また、デリバティ

ブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額502百万円）は、次表には含まれておりません。

(単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 3,504 － － 3,504

資産計 3,504 － － 3,504

デリバティブ取引

　通貨関連 － 2 － 2

負債計 － 2 － 2

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定の

長期借入金を含む）
－ 119 － 119

負債計 － 119 － 119

*1 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

*2 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

*3 受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る貸倒引当金を控除しております。

*4 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

*5 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

（単位：百万円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：百万円）

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

(1) 投資有価証券

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

(2) デリバティブ取引

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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金額

顧客との契約から生じる収益 66,868

その他の収益 419

計 67,288

（単位：百万円）

報告セグメント

合計 調整額
連結損益計

算書計上額装置事業
サービス

事業
その他事業

収益認識の時点

一時点で移転される財 56,603 7,699 1,727 66,030 △403 65,627

一定の期間にわたり移転され

る財又はサービス
903 307 30 1,241 － 1,241

計 57,507 8,006 1,758 67,271 △403 66,868

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 21,802

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 23,401

契約資産（期首残高） 36

契約資産（期末残高） 452

契約負債（期首残高） 2,880

契約負債（期末残高） 3,145

１株当たり純資産額 2,596円78銭

１株当たり当期純利益 274円97銭

Ⅶ 収益認識に関する注記

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

2.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表の「Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　4. 会計方針に関する事項　

(4) 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

3.当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりであります。なお、連結貸借対照表

上、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資産」に、契約負債は流動負債の

「契約負債」に計上しております。

（単位：百万円）

契約資産は、特定の製品の販売や製品の移設などについて期末日時点で当社グループが履行済みの部分に係る権

利に関し未請求のものであります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客

との契約から生じた債権に振り替えられます。契約負債は、主に顧客から受け取った前受金に関するものであり

ます。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の

契約負債残高に含まれていた額は2,880百万円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいて、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、2025年３月31日時点で27,386百万円であ

ります。なお、当初予想される契約期間が１年を超える契約について残存履行義務に配分した取引価格の重要性

が乏しいことから、当該記載を省略しております。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書 （2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：百万円)

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合　　計
資　本

準備金

その他

資　本

剰余金

資　本

剰余金

合　計

利　益

準備金

その他利益剰余金 利　益

剰余金

合　計

別　途

積立金

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 6,895 7,136 279 7,416 469 11,280 16,253 28,003 △3,318 38,997

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,876 △1,876 △1,876

当 期 純 利 益 4,414 4,414 4,414

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 2,538 2,538 △0 2,537

当 期 末 残 高 6,895 7,136 279 7,416 469 11,280 18,792 30,541 △3,318 41,534

評価・換算差額等

純資産

合　計

その他有

価証券評

価差額金

土 地

再 評 価

差 額 金

評価・換

算差額等

合 計

当 期 首 残 高 2,110 △663 1,447 40,444

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,876

当 期 純 利 益 4,414

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△15 △15 △30 △30

当 期 変 動 額 合 計 △15 △15 △30 2,506

当 期 末 残 高 2,095 △678 1,416 42,951

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(3）リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

(3）製品保証引当金 製品の保証期間に係る無償のアフターサービス費用の支出に備えるため、

売上高に対する保証費用の発生経験率に基づき計上しております。

個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

(ｲ）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(ﾛ）その他有価証券

(2）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

(3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

(ｲ）製品・原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。製品の一部で個別法を採っており

ます。

(ﾛ）仕掛品 個別原価計算手続きに基づく個別法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

2. 固定資産の減価償却方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　15年～50年

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　５年

(4）投資その他の資産（長期前払費用） 法人税法に規定する定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金 従業員への賞与の支払いに備えるため、支給見込額基準により計上してお

ります。

(4）受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損

失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものに

ついて、翌事業年度以降の損失見込額を受注損失引当金として計上してお

ります。

(5）退職給付引当金 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した

額を発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6）役員株式給付引当金 役員への当社株式等の交付に備えて、当事業年度末における株式給付債務

の見込み額に基づき計上しております。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当事業年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (2025年３月31日)

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

当社は、2018年８月より当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員（以下、社外取締役を除く取締役及び

取締役を兼務しない執行役員を総称して「取締役等」という）を対象に、業績連動型株式報酬制度（以下「本制

度」という）を導入しております。

また、当社は2022年６月23日開催の第69回定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行に伴い、第65

回定時株主総会の決議による本制度の報酬枠を廃止し、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除

く）に対する本制度に係る報酬枠の設定を改めて決議しております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下「本信託」という）を通じて取得され、取締

役等に対して、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金

銭（以下「当社株式等」という）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度であります。

本制度に関する会計処理につきましては、本信託の資産及び負債並びに損益を計算書類に含めて計上する総額法

を適用しております。また、役員株式給付規定に基づく取締役等への当社株式等の給付に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当金を計上しております。

自己株式の帳簿価額及び株式数は次のとおりであります。

自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,318百万円

　うち当社所有自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2,810百万円

　うち本信託所有自己株式の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  507百万円

自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,949,204株

　うち当社所有自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,708,804株

　うち本信託所有自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  240,400株

4. 重要な収益及び費用の計上基準

(1）主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容

当社の主な事業内容は、装置事業とサービス事業であり、その履行義務の内容は、環境試験器などの製造・販

売、当該製品の据付、現地での調整作業、移設、メンテナンス及び保守、受託試験等となっております。なお、

取引の対価は、前受金を除き履行義務を充足してから主として１年以内に受領しているため、重大な金融要素は

含んでおりません。

(2）主な履行義務に係る収益を認識する通常の時点

(ｲ）据付及び現地での調整作業を伴わない製品・サービスの提供について、製品を引き渡す又は役務を提供する一

時点において履行義務が充足されることから、製品の引渡時点又は役務の提供時点で収益を認識しておりま

す。

(ﾛ）据付及び現地での調整作業を伴う製品・サービスの提供について、製品の据付及び現地での調整作業が完了す

る一時点において履行義務が充足されることから、製品の据付及び現地での調整作業の完了時点で収益を認識

しております。

(ﾊ）特定の製品の販売や製品の移設などについては、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加するにつれて顧

客がそれを支配するため、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収

益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、コストに基づくインプット法

によっております。進捗度の測定は、契約ごとに、期末日までに発生した原価が、見積り総原価に占める割合

に基づいて行っております。

(ﾆ）製品の保守契約等については、一定の期間にわたり履行義務が充足されることから、当該契約期間にわたり履

行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

(3）契約に保証及び関連する義務が含まれている場合の履行義務に関する情報

環境試験器などの販売契約において、引渡し後、概ね１年から５年以内に生じた製品の欠陥による故障に対して

無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定められた

仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引当金として認

識しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。
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1. 有形固定資産の減価償却累計額 12,058百万円

短期金銭債権 3,636百万円

短期金銭債務 226百万円

ESPEC NORTH AMERICA, INC. 126百万円

売上高 8,061百万円

仕入高等 2,500百万円

営業取引以外の取引高 1,046百万円

（追加情報）

　　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026

年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債については、法定実効税率を30.6%から31.5%に変更し計算しております。

　　この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。

　　なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

3. 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

4. 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づいて事業用土地の再評価を行っており

ます。

(1）土地の再評価方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める土地課税台帳に

登録された価額（固定資産税評価額）に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評

価による方法により算出しております。

(2）再評価を行った年月日

2002年３月29日

(3）再評価を行った土地の決算期末日における時価と再評価後の帳簿価額との差額

306百万円

Ⅳ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普通株式（株） 1,949,085 119 ‐ 1,949,204

（繰延税金資産）

未払社会保険料 23百万円

賞与引当金 152百万円

製品保証引当金 36百万円

未払事業税 63百万円

投資有価証券評価損 89百万円

資産除去債務 5百万円

減損損失 14百万円

減価償却限度超過額 10百万円

その他 138百万円

繰延税金資産小計 535百万円

評価性引当額 △109百万円

繰延税金資産合計 425百万円

（繰延税金負債）

資産除去債務 △1百万円

前払年金費用 △196百万円

その他有価証券評価差額金 △831百万円

繰延税金負債合計 △1,030百万円

繰延税金負債の純額 △604百万円

（再評価に係る繰延税金資産）

再評価に係る繰延税金資産 590百万円

評価性引当額 △590百万円

再評価に係る繰延税金資産合計 －百万円

（再評価に係る繰延税金負債）

再評価に係る繰延税金負債 △549百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 △549百万円

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

（変動事由の概要）

① 当事業年度末の自己株式数のうち、株式会社日本カストディ銀行が所有する株式数は240,400株であります。

② 自己株式の株式数の増加119株は、単元未満株式の買取による取得119株であります。

Ⅵ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

上記以外に土地の再評価に係る繰延税金資産及び負債があり、その内訳は以下のとおりであります。
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種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係

取 引 内
容

取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

子 会 社
愛斯佩克環境
儀器（上海）
有 限 公 司

所有
 間接 100％

役員の兼任
当社製品の販売

製品の販売
（注）

2,201 売 掛 金 1,117

子 会 社

E S P E C 
ENGINEERING
(THAILAND)
C O . , L T D .

所有
 直接 100％

当社製品の販売
製品の販売
（注）

1,906 売 掛 金 604

１株当たり純資産額 1,967円34銭

１株当たり当期純利益 202円19銭

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）製品の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

Ⅷ 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表 Ⅶ 収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

Ⅸ １株当たり情報に関する注記

Ⅹ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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